大阪府社会福祉施設等財産処分要綱
　　　　
(趣旨)
第1条 この要綱は、大阪府福祉部が府単独事業として実施する社会福祉施設等（以下「施設」という。）の整備に係る補助金（施設整備に係る用地取得費補助金を含む。以下「府補助金」という。）を受けて取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）を、補助金の交付を受けた地方公共団体等の事業者（以下「事業者」という。）が、知事が定める処分制限期間内に、補助金の交付の目的に反して転用し、取り壊し、譲渡し、交換し、又は貸し付ける処分（以下「処分」という。）を行うにあたり、大阪府補助金交付規則（昭和45年大阪府規則第85号）（以下「規則」という。）第19条に規定する財産の処分に係る承認の手続き等について、必要な事項を定めるものとする。
　　なお、国が所管する補助制度に基づき、施設を整備するために交付した大阪府の補助金については、国の財産処分に係る承認の手続き等によるものとする。
（処分制限期間)

第2条 知事が定める処分制限期間は、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成20年厚生労働省告示第384号）」を基準とする。ただし、これによらない場合は、大阪府福祉部補助金各所管課（以下「所管課」という。）が、別途定めるものとする。
　　
（承認申請)

第３条　処分を行おうとする事業者（以下「申請者」という。）は、知事に対し、処分を行う日の２か月前までに承認申請を行い、規則第19条の規定による知事の承認（以下｢承認｣という。）を受けなければならない。
２　申請者は、知事に対し、財産処分承認申請書（様式第１号）及び財産処分承認申請概要（様式第２－１号又は第２－２号）を提出しなければならない。この他、所管課が必要と認める資料を提出しなければならない。
　
（申請手続きの特例）　

第４条　「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について（平成20年4月17日会発第0417001号「厚生労働省承認基準」）」に記載の「包括承認事項」に該当する場合又は所管課において別途定める事項に該当する場合は、財産処分報告書（様式第３号）の提出をもって、知事の承認があったものとする。ただし、この報告において、記載事項の不備など必要な要件が具備されていない場合は、この限りではない。
２　前項に規定する財産処分報告書は、処分を行う日の１か月前までに、提出しなければならない。
(処分承認に係る審査)
第５条　知事は、第３条第１項の規定による財産処分承認申請書を受理したときは、その内容や申請に至った経緯、状況等について審査するものとする。
２　前項の規定による審査のために必要があると認める場合は、申請者に対し、別途必要な資料を求め、及び実地調査をすることができる。

(財産処分の承認)

第６条　知事は、前条第１項の規定による審査の結果、財産の処分が適正と認められる場合は、これを承認し、申請者に対して速やかに通知するものとする。

２　前項の承認をするときには、必要な条件を付すことができる。

(財産処分の不承認)

第７条　知事は、第５条第１項の規定による審査の結果、財産の処分が適正でないと認められる場合は、これを承認しないものとし、申請者に対して速やかに通知するものとする。

２　前項の不承認をするときには、その理由を示すものとする。

(補助金の返還)

第８条　財産処分に伴う府補助金の返還の有無については、別表によるものとする。ただし、これによりがたい特別の事情がある場合は、所管課が別途定めるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、申請者が府補助金により財産を取得した日から第２条に規定する処分制限期間を経過するまでの間に、知事の承認を受けずに財産を処分した場合は、知事は、申請者に対し、府補助金の全部又は一部を返還させることができる。

３　申請者が、第６条第２項の規定により付した条件に反した場合は、知事は、申請者に対し、府補助金の全部又は一部を返還させることができる。
４　返還金については、別紙の規定により、計算するものとする。ただし、これによりがたい場合は、国の返還金計算等に準じて、所管課が別途定めるものとする。
(完了報告)

第９条　申請者は、第６条第１項に規定する承認を受けて、財産の処分を完了したときは、処分完了後１か月以内に、財産処分完了報告書（様式第４号）及び処分完了を証する資料をもって、知事に報告しなければならない。
附　則

(施行期日等)

１　この要綱は、平成22年7月１日から施行する。

２　大阪府医療・社会福祉施設等財産処分要綱（平成18年10月1日付け健福第1916号）は、平成22年6月30日をもって廃止する。
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２　地方公共団体が行う財産処分【用地】

財産処分についての基準

承認時の要件等 手続き 処 分 の 内 容 条　件

処分制限期間内において、

無償から有償とする等、再

処分を行う場合は、改めて

財産処分に係る手続きを行

うことを条件とする。



２　補助金返還を伴う場合



　上記１の条件に該当しない転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等に伴うものの場合



※　返還金の計算方法は、別紙において定める。



１　補助金返還を伴わない場合

（１）　包括承認事項

①　地方公共団体が、当該事業に係る社会資源が

当該地域において充足しているとの判断の下に行う

次の財産処分（有償譲渡及び有償貸付を除く。）

ア　経過年数（補助目的のために事業を実施した年

数をいう。以下同じ。）が10年以上である施設等につ

いて行う財産処分

イ　経過年数が10年未満である施設等について行う

財産処分であって、市町村の合併の特例等に関す

る法律（平成16年法律第59号）第３条第１項の規定

に基づく合併市町村基本計画に基づいて行われるも

の

②　災害若しくは火災により使用できなくなった施設

等又は立地上若しくは構造上危険な状態にある施設

等の取壊し等に伴うもの



（２）　経過年数が10年未満である施設等に係る財産

処分であって、次に掲げるもの

①　市町村合併、地域再生等の施策に伴い、当該地

方公共団体が当該事業に係る社会資源が当該地域

において充足しているとの判断の下に行う財産処分

であって、適当であると個別に認めるもの（有償譲渡

及び有償貸付を除く。）

②　同一事業を10年以上継続する場合の無償譲渡

又は無償貸付

③　道路の拡張整備等の設置者の責に帰さない事

情等によるやむを得ない取壊し等に伴うもの（相当の

補償を得ているものの、代替施設を整備しない場合

を除く。）

④　老朽化により代替施設を整備する場合の取壊し

等に伴うもの

交換により得た用地に補助

金を引継ぐとともに、処分制

限期間内において、再処分

を行う場合は、改めて財産

処分に係る手続きを行うこと

を条件とする。

転　用

要綱第３条の規定

に基づく財産処分

承認申請書（様式

第１号）の提出によ

る。

無償譲渡



交　換

規模・価格等にお

いて同等以上と認

められる場合

無償貸付



要綱第３条の規定

に基づく財産処分

申請書（様式第１

号）の提出による。

ただし、１（１）に該

当する場合は、要

綱第４条の規定に

基づく財産処分報

告書（様式第３号）

の提出による。



本表に定める条件中、１（２）

②に該当する場合は、承認

後10年（残りの処分制限期

間が10年未満である場合に

は、当該期間）を経過するま

での間に再処分を行う場合

は、改めて財産処分に係る

手続きを行うことを条件とす

る。
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別紙

財産処分に係る府費返還額の計算方法

この計算方法中の「処分制限期間」とは、所管課において別途定めるものをいう。

【別表１－（１）に記載する地方公共団体が行う財産処分【施設】の場合】

条件２の場合において有償譲渡及び有償貸付の場合
　　返還（総）額　＝　譲渡額（年間貸付額×契約年数）　×　府補助金／総事業費

※ただし、返還する額は、

府補助額　×　（処分制限期間－経過年数）／処分制限期間　を限度とする。

条件２の場合において転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等の場合
　　返還額　＝　府補助額　×　（処分制限期間－経過年数）／処分制限期間

【別表１－（２）に記載する地方公共団体以外の者が行う財産処分【施設】の場合】
　条件２の場合において有償譲渡及び有償貸付の場合
　　返還（総）額　＝　譲渡額（年間貸付額×契約年数）　×　府補助金／総事業費

※譲渡額（貸付額）が評価額と比較して明らかに少ないと判断できる場合は、

次の計算方法により計算することがある。

返還（総）額　＝　評価額　×　府補助金／総事業費

※ただし、返還する額は、

府補助額　×　（処分制限期間－経過年数）／処分制限期間　を限度とする。

条件２の場合において定める転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等の場合
　　返還額　＝　府補助額　×　（処分制限期間－経過年数）／処分制限期間

【別表２に記載する地方公共団体が行う財産処分【用地】の場合】

条件２の場合において定める有償譲渡及び有償貸付の場合
　　返還（総）額　＝　譲渡額（年間貸付額×契約年数）　×　府補助金／総事業費

※ただし、返還する額は、府補助額　を限度とする。

条件２の場合において定める転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等の場合
　　返還額　＝　府補助額　

様式第１号〔第３条第２項関係〕
第　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　様

申請者名　　　　　　　　　　　　印
財産処分承認申請書

　標記について、大阪府社会福祉施設等財産処分要綱第３条第２項の規定により、下記の財産処分の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　施設名及び所在地

(例)　○○市立△△保育所　　○○市△△二丁目３番４号
２　施設種別

　　(例)　保育所

３　財産処分の内容

① 施　設　（例）保育所園舎、プール

② 用　地　（例）１，２３４．５㎡（公簿、実測、公有財産台帳）

　　③処分方法 （例）公立保育所の民営化
４　添付資料
　（例）財産処分承認申請概要（様式第２号）

（別途、所管課が必要と認める資料）
５　備考
様式第２－１号〔第３条第２項関係〕
財　産　処　分　承　認　申　請　概　要
【施設】
	補助事業者
	施設名

（定員がある場合）
	設置主体

（経営主体）
	府補助

年度
	総事業費

(府補助金額)
	処分制限

期間
	経過年数
	老朽度

現存率
	評価額残存物件

売払代金
	解体経費

	
	（　　　名）
	
	
	円

(　　　　　　　円)
	年
	年
	
	円
	円

	財産処分承認申請番号・年月日
	所　在　地
	処　　分　　理　　由

	　　第　　　　号

平成　年　月　日
	
	

	施設種別
	建物構造
	処分方法
	

	
	1.鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2.レンガ造・石造・ブロック造

　トラス（鉄・鉄以外）

3.鉄骨造（骨格材肉厚　　ｍｍ）

4.木造

5.木造モルタル

6.その他
	
	

	
	
	建物面積
	

	
	
	
	


　※財産の処分にあたり残存評価額は、定額法、又は定率法を使用するものとする。

　※定額法、又は定率法の計算にあたり用いる耐用年数及び償却率は、所管課が別に定めるとおりとする。

　※府補助年度が複数年にまたがる場合は、2段書き等とする。

様式第２－２号〔第３条第２項関係〕
財　産　処　分　承　認　申　請　概　要

【用地】

	補助事業者
	施設名

（定員がある場合）
	設置主体

（経営主体）
	府補助年度
	総事業費

(府補助金額)
	経過年数
	評価額残存物件

売払代金

	
	（　　　名）
	
	
	円

(　　　　　　　円)
	年
	円

	財産処分承認申請番号・年月日
	所　在　地

	　　第　　　　号

平成　年　月　日
	

	用地用途
	処　分　理　由

	
	

	処分方法
	

	
	


　※府補助年度が複数年にまたがる場合は、2段書き等とする。

様式第３号〔第４条第１項関係〕
第　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　様

申請者名　　　　　　　　　　　印　
財　産　処　分　報　告　書

　下記施設の財産処分について、大阪府社会福祉施設等財産処分要綱第４条第１項の規定により、報告します。

記

１　処分の内容

	施設種別
	補助事業者
	施設名
	定員
	設置主体

（経営主体）
	所在地

	
	
	
	名
	
	


	府補助額
	総事業費
	府補助年度
	処分制限期間
	経過年数

	円
	円
	年度
	　　　　年
	　　　年


	建物構造
	建物の延床面積
	処分

区分
	処分内容
	処分予定

年月日
	備考

	
	㎡
	
	
	
	


２　経緯及び処分の理由（当該事業に係る社会資源が当該地域において充足しているとの判断内容も記載してください）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　添付資料

　・対象施設の図面（府費補助金対象部分、面積を明記したもの）

・対象施設の写真

・府補助金交付決定通知書及び確定通知書の写し（交付額を確認できる市町村等の決算書でも可）

・その他参考となる資料

様式第４号〔第９条関係〕
第　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　様
申請者名　　　　　　　　　　　　印　
財産処分完了報告書

平成　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で承認を受けた下記の（施設・用地）について、処分が完了しましたので、大阪府社会福祉施設等財産処分要綱第９条の規定により、報告します。

記

１　施設名及び所在地
(例)　○○市立△△保育所　　○○市△△二丁目３番４号
２　施設種別

　 （例）保育所

３　完了年月日　　平成　　年　　月　　日

４　財産処分の内容

1 施設　（例）保育所園舎、プール

2 用地　（例）１，２３４．５㎡（公簿、実測、公有財産台帳）
3 処分方法　（例）公立保育所の民営化
５　添付資料

　　（例）所管課が必要と認める資料
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１－（１）　地方公共団体が行う財産処分【施設】

※　施設の廃止及び休止は、財産処分に該当しない。

無償貸付



本表に定める条件中、１（２）

②に該当する場合は、承認

後10年（残りの処分制限期

間が10年未満である場合に

は、当該期間）を経過するま

での間に再処分を行う場合

は、改めて財産処分に係る

手続きを行うことを条件とす

る。



２　補助金返還を伴う場合



　　上記１の条件に該当しない転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等の場合



※　返還金の計算方法は、別紙において定める。

条　件

大阪府社会福祉施

設等財産処分要綱

（以下「要綱」とい

う。）第３条の規定

に基づく財産処分

申請書（様式第１

号）の提出による。

ただし、１（１）の各

号に該当する場合

は、要綱第４条の

規定に基づく財産

処分報告書（様式

第３号）の提出によ

る。



要綱第３条の規定

に基づく財産処分

承認申請書（様式

第１号）の提出によ

る。

転　用

規模・価格等にお

いて同等以上と認

められる場合



無償譲渡



処分制限期間内において、

無償から有償とする等、再

処分を行う場合は、改めて

財産処分に係る手続きを行

うことを条件とする。

交換により得た施設に補助

金を引継ぐとともに、処分制

限期間内において、再処分

を行う場合は、改めて財産

処分に係る手続きを行うこと

を条件とする。

財産処分についての基準

承認時の要件等 手続き 処 分 の 内 容

交　換



１　補助金返還を伴わない場合

（１）　包括承認事項

①　地方公共団体が、当該事業に係る社会資源が

当該地域において充足しているとの判断の下に行う

次の財産処分（有償譲渡及び有償貸付を除く。）

ア　経過年数（補助目的のために事業を実施した年

数をいう。以下同じ。）が10年以上である施設等につ

いて行う財産処分

イ　経過年数が10年未満である施設等について行う

財産処分であって、市町村の合併の特例等に関す

る法律（平成16年法律第59号）第３条第１項の規定

に基づく合併市町村基本計画に基づいて行われるも

の

②　災害若しくは火災により使用できなくなった施設

等又は立地上若しくは構造上危険な状態にある施設

等の取壊し等



（２）　経過年数が10年未満である施設等に係る財産

処分であって、次に掲げるもの

①　市町村合併、地域再生等の施策に伴い、当該地

方公共団体が当該事業に係る社会資源が当該地域

において充足しているとの判断の下に行う財産処分

であって、適当であると個別に認めるもの（有償譲渡

及び有償貸付を除く。）

②　同一事業を10年以上継続する場合の無償譲渡

又は無償貸付

③　道路の拡張整備等の設置者の責に帰さない事

情等によるやむを得ない取壊し等（相当の補償を得

ているものの、代替施設を整備しない場合を除く。）

④　老朽化により代替施設を整備する場合の取壊し

等



取壊し 　

[image: image5.emf]別表

１－（２）　地方公共団体以外の者が行う財産処分【施設】

※２　施設の廃止及び休止は、財産処分に該当しない。

条　件



規模・価格等にお

いて同等以上と認

められる場合



転　用

無償譲渡

無償貸付

取壊し

交　換

交換により得た施設に補助

金を引継ぐとともに、処分制

限期間内において、再処分

を行う場合は、改めて財産

処分に係る手続きを行うこと

を条件とする。

承認後10年（残りの処分制

限期間が10年未満である場

合には、当該期間）を経過す

るまでの間に再処分を行う

場合は、改めて財産処分に

係る手続きを行うことを条件

とする。

ただし、国又は地方公共団

体への無償譲渡の場合は、

除く。

処分制限期間内において、

無償から有償とする等、再

処分を行う場合は、改めて

財産処分に係る手続きを行

うことを条件とする。



１　補助金返還を伴わない場合

（１）　災害若しくは火災により使用できなくなった施

設等又は立地上若しくは構造上危険な状態にある施

設等の取壊し等



（２）　経過年数が10年以上である施設等に係る財産

処分であって、次の場合に該当するもの

①　転用、無償譲渡又は無償貸付の後に「厚生労働

省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基

準」の別表（以下「基準の別表」という。）に掲げる事

業に使用する場合

②　交換により得た施設等において基準の別表に掲

げる事業を行う場合

③　基準の別表に掲げる事業に使用する施設等を

整備するために、取壊し等を行うことが必要な場合

（建て替えの場合等）

④　国又は地方公共団体への無償譲渡又は無償貸

付



（３）　経過年数が１０年未満である施設等に係る財

産処分であって、上記（２）①から④までに該当する

もののうち、市町村合併、地域再生等の施策に伴う

ものであって、適当であると個別に認めるもの（合併

市町村基本計画に基づくものを含む。）



※　ただし、上記（２）及び（３）については、当該事業

に係る社会資源が当該地域において充足しているこ

とを前提とする。



（４）　同一事業を10年以上継続する場合の無償譲

渡又は無償貸付



（５）　道路の拡張整備等の設置者の責に帰さない事

情等によるやむを得ない取壊し等（相当の補償を得

ているものの、代替施設を整備しない場合を除く。）



（６）　老朽化により代替施設を整備する場合の取壊

し等



２　補助金返還を伴う場合



 　上記１の条件に該当しない転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し等の場合



※　返還金の計算方法は、別紙において定める。

※１　ここでいう「厚生労働省所管一般会計補助金等財産処分承認基準」とは、平成20年４月17日付け「社援発０４１７００１号」による厚

生労働省社会・援護局長通知によるものをいう。

財産処分についての基準

承認時の要件等 手続き 処 分 の 内 容

要綱第３条の規定

に基づく財産処分

承認申請書（様式

第１号）の提出によ

る。

